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平成27年度予算のあらまし
総額613億2,102万3千総額613億2,102万3千円円一般会計

特別会計

安全・安心に子育て・子育ちのできるまちづくり
小金井市長　稲葉　孝彦

　はじめに、小金井市の可燃ごみ処理につきまして広域支援をお願いしております多摩
地域各団体の施設周辺にお住まいの皆様ならびに関係者の皆様に深く御礼を申し上げる
とともに、廃棄物の最終処分に関し、多大なご理解・ご協力をいただいております日の
出町の皆様に心から感謝を申し上げます。
　本市の最重要課題のひとつである可燃ごみの処理につきましては、日野市のご理解の
もと、国分寺市と協力して新可燃ごみ処理施設の整備事業を進めており、平成３１年度中
の稼動をめざし、全力で取り組みます。
　平成２７年度予算編成は、前年度に引き続き非常に厳しいものとなりました。歳入につ
きましては、市税および地方消費税交付金の増収を見込んだものの、普通交付税の不交
付に伴い、臨時財政対策債の発行が見込めないなか、財政調整基金の取り崩しを可能な
限り抑制しました。また、歳出につきましては、公債費の減額、諸手当の見直しや時間
外勤務の抑制等により人件費を減額しております。しかし、待機児童解消への取り組みや
新可燃ごみ処理施設の整備および社会保障関連経費の自然増等により、扶助費および補
助費等ともに大幅な増額となっております。このようななか、これまで以上に徹底したコ
スト意識のもと、実施計画に掲載された経費の見直しも含め、限られた行財政資源を効
果的かつ効率的に活用し、より一層の市民サービスの充実、増進に力を注いだ結果、一
般会計の総額は、前年度から約２２億円（６.２％）の増である３７３億４,０００万円となりました。
　平成２７年度当初予算からその主な概要をお知らせいたします。
　「環境と都市基盤」の分野では、栗山公園において利用者の安全性を向上させるため
に、大型遊具周辺を芝生化いたします。
　また、昨年８月に都市計画決定を経た「武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地再開
発事業」につきましては、再開発準備組合に対して必要な支援を行い、適切な遂行を図
ります。
　さらに、東小金井駅北口土地区画整理事業につきましては、昨年度から駅前交通広場
の整備に着手しており、引き続き整備を進めてまいります。
　「地域と経済」の分野では、まちづくりの進捗などによる市内の産業環境の変化を産業
振興施策に反映させるため、「産業振興プラン」の改定を行い、市内産業の活性化を図
ります。
　加えて、復興増税を活用した事業として、市民の皆様に災害情報を伝達するため、防
災行政無線のデジタル化工事を行います。
　「文化と教育」の分野では、男女共同参画のさらなる推進を図るために、「（仮称）第
５次男女共同参画行動計画」の策定に向けて市民意識調査等を実施いたします。
　また、国の法改正を踏まえて、市長と教育委員会で構成される「総合教育会議」の設
置をはじめとした地方教育行政制度改革に適切に対応し、教育委員会と連携して教育行
政を推進します。
　さらに、児童・生徒一人ひとりの状況に合わせた個々の支援と教育相談の一層の推進
を図り、手厚い指導・支援体制を構築するために、スクールカウンセラーおよびスクー
ルソーシャルワーカー事業を充実します。
　「福祉と健康」の分野では、認可保育所および認証保育所の新規開設、既存の認可保育
所定員増、認証保育所から認可保育所への移行ならびに新たな市の認可事業として、小
規模保育施設等を開設し、今後も計画的な待機児童の解消および保育サービスの拡充に
努めていきます。
　また、みなみ学童保育所の建替工事を実施し、施設の老朽化や増加する入所希望者へ
の対応を図り、市民サービスの充実のための総合的な見直しとして、あかね学童保育所、
さわらび学童保育所、まえはら学童保育所およびみどり学童保育所の運営委託を実施し
ます。
　最後に、これら４つの柱を推進するための「計画の推進」につきましては、第４次基
本構想における市の将来像である「みどりが萌える・子どもが育つ・きずなを結ぶ　小
金井市」の実現に向けて、平成２８年度から始まる後期基本計画と中期財政計画を策定い
たします。
　施政方針の中でも申し上げましたが、「先人木を植え、後人涼を楽しむ」という言葉
のとおり、先人の残した数々の魅力に感謝し、小金井市の将来のために、市民の皆様や
市議会議員の皆様と一緒に、先人から受け継いだ木に水を注ぎ、さらに大きく豊かに育
てるとともに新たな木を植えてまいりたいと考えております。
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土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図
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小金井市

　一般会計の市税収入は、前年度当初予算対比１.８％増であり
ますが、雇用情勢の厳しさが残り、税収増があまり見込めない
状況であり、依然として危機的な財源不足が続いております。
　平成２７年度予算は、厳しい財政状況にありながらも、さまざ
まな経費の見直し、行財政資源の効果的、効率的活用により、
より一層の市民サービスの充実、増進を追及した結果、一般会
計、特別会計予算を含む予算総額は、前年度比７.４％の増となり
ました。
　予算説明書等の資料は、図書館本館および情報公開コーナー
（市役所第二庁舎６階）で閲覧できるほか、市ホームページで
も公開しています。
　なお、「平成２７年度歳入歳出予算事項別明細書」（１部２,３００
円）は、財政課で販売しています。
問合先　財政課財政係（市役所本庁舎２階☎０４２−３８７−９８０２）
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各会計予算の状況

一般会計当初予算額の推移

前年度比増　減　額平成２６年度平成２７年度

６.２％２,１９０,０００３５,１５０,０００３７,３４０,０００一　　般　　会　　計

１８.３％１,９３０,１４１１０,５２２,２７０１２,４５２,４１１国民健康保険特別会計特　

別　

会　

計

△０.７％△１０,６１６１,５３３,２７４１,５２２,６５８下水道事業特別会計

１.３％９９,７８２７,４５８,１３３７,５５７,９１５介 護 保 険 特 別 会 計

１.７％４１,０８９２,４０６,９５０２,４４８,０３９後期高齢者医療特別会計

７.４％４,２５０,３９６５７,０７０,６２７６１,３２１,０２３合　　　　　計

（単位：千円）

平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度
前年度比予算額前年度比予算額前年度比予算額前年度比予算額前年度比予算額
６.２％３７,３４０△５.４％３５,１５００.６％３７,１６５△０.７％３６,９４５△１０.１％３７,１９１予算規模

■ 主 な 歳 入
１.８％２０,１２６０.４％１９,７７９１.１％１９,７０２△１.５％１９,４９３３.８％１９,７８８市　税

△４９.６％４６３△６８.６％９１８２７.４％２,９２１２２.９％２,２９３△６７.３％１,８６６市　債
■ 主 な 歳 出

△２.０％６,０９９△６.３％６,２２４△４.９％６,６４０△３.３％６,９８５△８.０％７,２２３人件費
１０.９％９,０７１２.２％８,１７６４.２％８,００２△１.８％７,６８０１０.７％７,８１８扶助費
△７.０％２,７４８０.４％２,９５４１.１％２,９４１１.８％２,９０８３.６％２,８５７公債費
１４.０％２,８２８△４８.６％２,４８１△０.３％４,８２７０.９％４,８４０△５０.２％４,７９７投資的経費

（単位：百万円）

平成２７年度主な事業一覧 （単位：千円）

みどりあふれる快適で人にやさしいまち（環境と都市基盤）

１０,５５０

住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金　市民が設置した
太陽光利用機器等住宅用新エネルギー機器の購入費用の一部
を補助します。

６５２,８００

可燃ごみ処理（広域支援）に要する経費　多摩地域ごみ処理
広域支援体制実施要綱に基づき、多摩地域の自治体、一部事
務組合に可燃ごみの処理を要請します。

１５,９４０

生ごみ減量化処理機器購入費補助金　市内在住の個人および
市内事業者を対象に、生ごみ減量化処理機器の購入費用の一
部を補助します。

３,０００

大型生ごみ減量化処理機器購入費補助金　町会・自治会、集
合住宅等を対象に、大型生ごみ減量化処理機器の購入費用の
一部を補助します。

１２,７４２

生ごみ乾燥物処理に要する経費　市外堆肥化施設に生ごみ乾
燥物を売却します。また、そこで製造された堆肥を購入し、
市民および農家に配布することで資源循環を推進します。

３７５,２０９

可燃ごみ共同処理事業負担金　日野市、国分寺市および本市
の３市による可燃ごみ共同処理を行うため、新可燃ごみ処理
施設の整備等を行います。

６１,０００

道路新設改良に要する経費　道路調査委託ならびに市道１４０
号線、市道１４６号線および市道３６０号線道路補修工事ならびに
市道７８６号線街路築造工事を行います。

３２３,４３０

都道１３４号線整備に要する経費（新みちづくり・まちづくり
パートナー事業）　 拡幅整備に係る用地取得、物件補償、引
込管路等整備、維持補修工事等を行います。

２３,８０８

主要地方道１５号線整備に要する経費　小金井街道（ＪＲ中央
本線以南から前原坂上交差点までの区間）の拡幅整備に係る
用地取得、物件補償、維持補修工事等を行います。

４２０,６００

武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地再開発事業補助金　
都市計画決定された武蔵小金井駅南口第２地区の事業主体で
ある組合に対して、事業推進に係る支援を行います。

４７９,３９５

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成に要する経費　震災
時における避難、緊急消火活動および緊急輸送物資の輸送等
を確保するため、対象となる道路に沿った建築物の耐震診
断、補強設計、耐震改修等の費用を助成します。

１,２３３,０８９

東小金井駅北口土地区画整理事業に要する経費　仮換地の指
定、建物の移転補償およびそれに伴う調査、整地および道路
築造工事等を行います。

１１４,６９６
都市計画道路３・４・１２号線整備に要する経費　街路築造工
事、電線共同溝設置工事および実施設計委託等を行います。

２,４８４
都市公園の整備に要する経費　栗山公園の大型遊具周辺の芝
生化整備工事を行います。
ふれあいと活力のあるまち（地域と経済）

６,７０５

産業振興プラン策定に要する経費　既存産業を支える商業者
や事業者の取り組み意欲の喚起、新たな産業の創造を目的と
して策定された産業振興プランの平成２８年度以降の計画（５
年間）を策定します。

２２３,５９０

災害対策に要する経費　備蓄計画に基づき食糧・生活必需
品・災害用トイレ・医薬品・備品を購入するとともに、耐震
性貯水槽の設置工事や防災行政無線デジタル化工事ならびに
大規模災害時における行政サービスの継続を目的とした事業
継続計画の策定を行います。
豊かな人間性と次世代の夢をはぐくむまち（文化と教育）

１,９５１

（仮称）第５次男女共同参画行動計画策定支援に要する経費
男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成
２９年度を初年度とする新たな行動計画の策定に向けて、アン
ケート等を実施します。

９３
総合教育会議に要する経費　地方教育行政の組織および運営
に関する法律の改正に伴い、総合教育会議を実施します。

９,５８８
はけの森美術館事業に要する経費　展覧会（所蔵作品展２
回、企画展２回）等を実施します。

１６,３８０
教員研究指導に要する経費　スクールカウンセラーの配置日
数の増および、スクールソーシャルワーカーを増員します。

１,１２０

その他教育指導に要する経費　地域の人材等を活用すること
で、学校と地域の連携強化および児童・生徒の学力向上を図
ります。

１５,７８１

特別支援教育に要する経費　特別支援教育支援員を増員し、
通常学級における要介助児童・生徒の日常介助や学習活動上
のサポートの充実を図ります。

１,０１１
学校運営に要する経費　前原小学校の特別教室等に設置され
ているエアコンの入れ替えを行います。

１４,９２８
学校給食に要する経費　食器消毒保管庫、コンべクションオ
ーブン、炊飯器、移動式調理台等を購入します。

１１１,９５７

学校施設整備に要する経費　トイレ改修工事、非構造部材改
修工事、給食機器設置に伴う設備工事、屋内運動場改修工事
等を行います。

１０６
図書館事業に要する経費　音訳図書等をデジタルデータで複
製するために、ＤＶＤ・ＣＤ複製機を購入します。

５１,８６３

名勝小金井（サクラ）復活プロジェクトに要する経費　名勝
小金井（サクラ）復活整備活用計画に基づき、人道橋設置工
事および歩道整備工事を実施します。

３,０００

チャレンジデー事業に要する経費　５月の最終水曜日に市内
で１５分以上継続して運動等を行う人の参加率を人口同規模自
治体間で競う住民総参加型のスポーツイベントを実施しま
す。
だれもが安心して暮らせる思いやりのあるまち（福祉と健康）

１０,０４２

生活困窮者自立相談支援に要する経費　生活困窮者自立支援
法施行に伴い、生活保護に至る前に事前の自立支援策の強化
を図るため、自立相談支援事業を実施します。

２９４

災害時聴覚障がい者用ビブス配布に要する経費　聴覚障がい
者の災害時における意思疎通に関する障壁をなくすために
「聴覚障がい者」・「手話」と表示されたビブスを配布します。

１,８７５

福祉マップ作成に要する経費　ＪＲ中央本線の高架化および
武蔵小金井駅南口再開発等の状況を反映させた福祉マップを
作成します。

１５,４０７

児童発達支援センターサービス推進事業補助金　民営の児童
発達支援センターに対して、施設運営に要する経費の一部を
補助します。

２７４

中等度難聴児発達支援助成に要する経費　身体障害者手帳の
交付対象とならない中等度難聴児に対して、補聴器購入費用
の一部を補助します。

１０,８５３

機能強化型地域包括支援センター設置促進事業に要する経費
看護師・社会福祉士等の専門職を市に配置し、地域包括支援
センターを総合的に支援することで、センターの機能強化を
行います。

５,４３７

介護予防機能強化推進事業に要する経費　地域包括支援セン
ター等に対して、介護予防強化を目的とした専門的助言・技
術的支援を行います。

１２０,８１７
臨時福祉給付金給付に要する経費　消費税率引き上げの影響
等を踏まえ、一定の低所得者に対して、給付金を支給します。

２,１１１,６６７

民間保育所補助等に要する経費　保育の充実を図るため、既
存の認可保育施設に加え、新規開設等認可保育施設の運営費
等を補助および支弁します。

１２６,７９２

学童保育所維持管理に要する経費　学童保育所の保育環境の
整備を図るために、みなみ学童保育所の建替工事を行いま
す。

１２８,８１５
学童保育所運営に要する経費　あかね、さわらび、まえはら、
みどり学童保育所の４施設の運営業務を委託します。

５０,８４８

子育て世帯臨時特例給付金給付に要する経費　消費税率引き
上げの影響等を踏まえ、児童手当を受給している子育て世帯
に対して、給付金を支給します。

１,１１６

母子保健推進及び妊産婦・乳幼児保健指導に要する経費　乳
幼児健康診査の未受診者に対して、保健師による状況確認等
を行います。

１,５９９

肺がん検診に要する経費　自己負担の導入に併せ、検診実施
日を拡大するとともに、胃がん検診と同日実施し、利便性の
向上を図ります。
基本構想実現のために（計画の推進）

５,２００

公共施設等総合管理計画策定に要する経費　財政負担の軽
減・平準化を目的として、公共施設等の更新・統廃合・長寿
命化を計画的に行うため、国の指針に基づく、総合管理計画
の策定に向けて、保有施設等に関する情報の整理、分析等を
行います。

９,９１５
市公式ホームページ再構築事業に要する経費　サイトデザイ
ンおよび情報構成を再構築し、リニューアルします。

１,７７０

社会保障・税番号制度事業に要する経費　社会保障・税番号
制度導入に伴い、申請に基づき平成２８年１月から個人番号カ
ードを交付します。

歳出
373億4,000万円

100%

歳出
373億4,000万円

100%

歳出
373億4,000万円

100%

扶助費
90億7,057万1千円

24.3%

扶助費
90億7,057万1千円

24.3%

扶助費
90億7,057万1千円

24.3%

公債費
27億4,790万9千円

7.4%

公債費
27億4,790万9千円

7.4%

公債費
27億4,790万9千円

7.4%

建設事業費
28億2,760万8千円

7.6%

建設事業費
28億2,760万8千円

7.6%

建設事業費
28億2,760万8千円

7.6%

物件費
68億1,478万1千円

18.3%

物件費
68億1,478万1千円

18.3%

物件費
68億1,478万1千円

18.3%

補助費等
51億6,674万7千円

13.8%

補助費等
51億6,674万7千円

13.8%

補助費等
51億6,674万7千円

13.8%

繰出金
41億1,707万円
11.0%

繰出金
41億1,707万円
11.0%

繰出金
41億1,707万円
11.0%

その他
 4億9,624万2千円 

1.3%

その他
 4億9,624万2千円 

1.3%

その他
 4億9,624万2千円 

1.3%

義務的経費
48.0%

義務的経費
48.0%

義務的経費
48.0%その他の経費

44.4%
その他の経費
44.4%

その他の経費
44.4%

投資的経費
7.6%

投資的経費
7.6%

投資的経費
7.6%

人件費
60億9,907万2千円

16.3%

人件費
60億9,907万2千円

16.3%

人件費
60億9,907万2千円

16.3%

歳　　出（性質別内訳）

民生費
172億8,864万1千円

46.3%

民生費
172億8,864万1千円

46.3%

民生費
172億8,864万1千円

46.3%

総務費
33億8,399万4千円 

9.1%

総務費
33億8,399万4千円 

9.1%

総務費
33億8,399万4千円 

9.1%

教育費
32億2,812万3千円 

8.6%

教育費
32億2,812万3千円 

8.6%

教育費
32億2,812万3千円 

8.6%

土木費
42億745万円 
11.3%

土木費
42億745万円 
11.3%

土木費
42億745万円 
11.3%

衛生費
40億2,202万1千円 

10.8%

衛生費
40億2,202万1千円 

10.8%

衛生費
40億2,202万1千円 

10.8%

公債費
27億4,790万9千円 

7.3%

公債費
27億4,790万9千円 

7.3%

公債費
27億4,790万9千円 

7.3%

消防費
17億1,395万6千円 

4.6%

消防費
17億1,395万6千円 

4.6%

消防費
17億1,395万6千円 

4.6%
その他

7億4,790万6千円 
2.0%

その他
7億4,790万6千円 

2.0%

その他
7億4,790万6千円 

2.0%

歳出
373億4,000万円

100%

歳出
373億4,000万円

100%

歳出
373億4,000万円

100%

歳　　出（目的別内訳）

●特別会計
239億8,102万3千円

　４つの特別会計予算は、前年度と比較して国民健康保険特別会
計が１９億３,０１４万１千円（１８.３％）の増、下水道事業特別会計が
１,０６１万６千円（０.７％）の減、介護保険特別会計が９,９７８万２千円
（１.３％）の増、後期高齢者医療特別会計が４,１０８万９千円（１.７％）
の増となっています。

●一般会計
373億4,000万円

　平成２７年度一般会計予算は３月２５日市議会定例会において可決
成立しました。
　予算規模は、３７３億４,０００万円で、前年度と比較すると２１億９,０００
万円（６.２％）の増となりました。
　これは、市民１人当たり３１万７,９８５円（前年度３０万４２５円）、１
世帯当たりでは６５万１,０２２円（前年度６１万８,５３３円）の予算となり
ます。
※　平成２７年１月１日現在、人口＝１１万７,４２７人、世帯数＝５万
７,３５６世帯。人口および世帯数は住民基本台帳によるものです。


